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Ⅴ．審査の結果及び意見 

審査に付された各会計決算及び関係書類は関係法令の規定に準拠して作成され、そ

の計数は正確であり、各会計の予算執行状況についても適正に執行されているものと

認められた。 

次に財産については、土地及び建物は台帳を点検し、有価証券、出資による権利、

物品及び基金については、台帳及び証券類を照合し調書と一致しているものと認めた。 

決算審査の意見は、次のとおりである。 

一般会計及び４特別会計の総計決算収支は実質収支で７億 6,941 万８千円の黒字

（前年度４億 5,135 万３千円の黒字）となっており、単年度収支では３億 1,806 万５

千円の黒字（前年度４億 8,356 万３千円の黒字）となっている。 

 会計毎に決算をみると、一般会計の歳入面においては、自主財源は市税、分担金及

び負担金で減収となったが、使用料及び手数料、財産収入や大幅な増加となった寄附

金等で増収となった。また、依存財源では、法人事業税交付金や地方特例交付金で増

収となるも、今年度、新型コロナウイルス感染症対策等の実施に対する国庫支出金が

206 億 9,634 万７千円と昨年度の 308 億 2,836 万３千円と比べ 101 億 3,201 万６千円

の大幅な減収となり、歳入決算額は合計で 639 億 8,394 万７千円と前年度の 724 億

7,684 万５千円に比べ 84 億 9,289 万８千円の減少となっている。 

歳出面においては、民生費、衛生費等が増加したものの、総務費や土木費等が減少

し、歳出決算額は合計で 632 億 5,208 万５千円と前年度の 720 億 4,891 万５千円に比

べ 87 億 9,683 万円の減少となっている。 

令和２年度に実施した特別定額給付金給付事業に伴う歳入（121 億 8,566 万７千円）

及び歳出（121 億 8,566 万８千円）のため、前年度と比べ大幅な減少となっているが、

その要因を除けば令和３年度の歳入及び歳出ともに増加している。 

 以上のことから歳入歳出差引額は７億 3,186 万２千円の黒字（前年度４億 2,793 万

円の黒字）であるが、翌年度へ繰越すべき財源が２億 4,276 万６千円（前年度 7,772

万１千円）あるため、実質収支は４億 8,909 万６千円の黒字となった。 

 なお、前年度の実質収支は３億 5,020 万９千円の黒字であったので、単年度収支は

１億 3,888 万７千円の黒字（前年度１億 6,889 万６千円の黒字）となった。 

 特別会計においては、国民健康保険事業特別会計では、これまでの保険料徴収率の

向上や、歳出抑制などにより、令和３年度において繰上充用金を繰り入れず収支均衡
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が図れるまで改善した。 

実質収支は前年度の973万 9千円の黒字から１億8,745万２千円の黒字となり黒字

化を維持している。 

また、単年度収支も１億 7,771 万３千円の黒字（前年度３億 1,033 万４千円の黒字）

となった。 

後期高齢者医療事業特別会計の実質収支は 9,287 万円の黒字（前年度 9,140 万５千

円の黒字）となっている。 

都市開発資金特別会計及び公共用地先行取得事業特別会計は収支同額となってい

る。 

 次に財政状況を表す主な指標をみてみると、普通交付税算定上の留保財源の大きさ

を表す財政力指数（３カ年平均）は 0.688 となり前年度の 0.700 から 0.012 ポイント

減少したが、財政構造の弾力性を表す経常収支比率は96.8％となり、前年度の102.5％

から 5.7 ポイント改善し、６年ぶりに 100％を下回り財政構造の硬直化に一定の改善

は見られるが、今後も人口減少等による歳入減少が見込まれることから、引き続き財

政構造の弾力化に向けた改善が必要である。 

なお、基金については、財政調整基金や教育振興基金等を積み立てたことにより、

総額は 57 億 6,440 万３千円となり、前年度と比べ６億 1,451 万円の増加となった。 

依然として新型コロナウイルス感染症の影響による企業等の事業活動の停滞、離職

や収入減少等によって市税収入が減少する中、経済的に困難な状況にある市民や市内

事業者への支援、少子高齢化や公共施設の老朽化など市政を取り巻く環境への対応、

多様化する市民ニーズへの対応等がより一層求められ、歳出増加も懸念される。 

非常に厳しい財政状況が続く中ではあるが、最少の経費で最大の効果を生み出し、

健全な財政運営を維持し、財政調整基金についても、経済状況の変動による減収や災

害等により生じる予期せぬ支出に備えるための基金であることから、計画的に積み立

てを行い、基金を繰り入れない財政運営に努められたい。 
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Ⅵ．審査の概要 

１．決算の規模 

（１）一般会計及び４特別会計 

  ①総計決算額 

  令和３年度の一般会計及び４特別会計の歳入歳出決算の総額は、 

    歳  入  807 億 1,796 万４千円 

    歳  出  797 億 578 万円 

    差  引   10 億 1,218 万４千円 となった。 

  これを前年度と比較すると、 

歳  入   82 億 2,436 万９千円（9.25％）の減 

歳  出   87 億 747 万９千円（9.85％）の減となった。 

   ②純計決算額 

    総計決算額には、各会計相互間の繰入繰出額が 38 億 5,840 万１千円（一般

会計から水道事業会計への繰出金 194 万６千円、公共下水道事業会計への繰出

金 17 億 54 万７千円含む。）計上されているので、この金額を控除した純計決

算額は、 

    歳  入  785 億 6,205 万６千円 

    歳  出  758 億 4,737 万９千円 

    差  引    27 億 1,467 万７千円 となった。 
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各会計相互間の繰入繰出額の状況は、次表のとおりである。 

決算額 差引純歳入額 決算額 差引純歳出額

（Ａ） （イ） （Ｂ） （ロ）

63,983,947 ― 63,983,947 63,252,085 3,858,401 59,393,684

16,734,017 2,155,908 14,578,109 16,453,695 ― 16,453,695

国民健康保険事業 14,833,863 1,672,810 13,161,053 14,646,411 ― 14,646,411

都 市 開 発 資 金 285 285 0 285 ― 285

公共用地先行取得
事 業

29,032 29,032 0 29,032 ― 29,032

後期高齢者医療
事 業

1,870,837 453,781 1,417,056 1,777,967 ― 1,777,967

80,717,964 2,155,908 78,562,056 79,705,780 3,858,401 75,847,379

(注) 1.一般会計歳出欄の他会計繰出額には、水道事業会計への繰出額194万６千円、公共下水道事業会計への繰出額17億54万７千円を含む。

総 合 計 2,714,677

一 般 会 計 4,590,263

特 別 会 計 △ 1,875,586

内

訳
△ 360,911

（単位：千円）

　　　　　　　　　区　　分

　　会　　計

歳                入 歳                  出 歳入歳出差引額

他会計
繰入額

他会計
繰出額

純   計   額
（イ）－（ロ）

△ 1,485,358

△ 285

△ 29,032

一般会計から、４特別会計への繰出しは、21 億 5,590 万８千円となっており、前年

度と比較して 695 万８千円の減となっている。 

③実質収支及び単年度収支 

歳入歳出差引額 翌年度へ繰越 前年度 単年度

（形式的収支） すべき財源 実質収支 収支額

(A) (B) (A)－(B) = (C) (D) (C)－(D)=E F E-F

63,983,947 63,252,085 731,862 242,766 489,096 350,209 138,887

16,734,017 16,453,695 280,322 ― 280,322 101,144 179,178

国民健康保険事業 14,833,863 14,646,411 187,452 ― 187,452 9,739 177,713

都 市 開 発 資 金 285 285 0 ― 0 ― 0

公共用地先行取得
事 業

29,032 29,032 0 ― 0 ― 0

後 期 高 齢 者 医 療
事 業

1,870,837 1,777,967 92,870 ― 92,870 91,405 1,465

80,717,964 79,705,780 1,012,184 242,766 769,418 451,353 318,065

（単位：千円）

　　　　　　　　　　　　　　区　　分
　　会　　計

歳   入 歳       出 実 質 収 支

一 般 会 計

特 別 会 計

内

訳

総 合 計

一般会計、４特別会計を総計した収支は、10 億 1,218 万４千円の黒字となっている

が、これに翌年度へ繰越すべき財源として２億 4,276 万６千円を必要とすることから

実質収支は７億 6,941 万８千円の黒字となっている。 

また、各会計の実質収支は一般会計が４億 8,909 万６千円、国民健康保険事業特別

会計が１億 8,745 万２千円、後期高齢者医療事業特別会計が 9,287 万円の黒字となっ

ており、翌年度へ繰越された。 

なお、公共用地先行取得事業特別会計及び都市開発資金特別会計は収支同額であっ

た。 







- 8 - 

２．一般会計 

（１）収支の状況 

一般会計の決算額は、 

予算現額  711 億 1,182 万３千円 

歳  入   639 億 8,394 万７千円 

        （予算現額に対する割合 89.98％） 

歳  出  632 億 5,208 万５千円 

        （予算現額に対する割合 88.95％） 

歳入歳出差引額は７億 3,186 万２千円の黒字となっているが、これに翌年度へ

繰越すべき財源２億 4,276 万６千円があるので実質収支は４億 8,909 万５千円の

黒字となり、翌年度へ繰越された。 

なお、前年度の実質収支は３億 5,020 万９千円の黒字であったため単年度収支

は１億 3,888 万７千円の黒字であった。 

（２）歳入決算の状況 

   予 算 現 額     711 億 1,182 万３千円 

   調 定 額     647 億 9,809 万３千円 

   決 算 額     639 億 8,394 万７千円 

決算額の調定額に対する割合は 98.74％で前年度の 98.74％と同様であった。 

また、決算額の予算現額に対する割合は 89.98％で前年度の 90.62％より 0.64

ポイント減少している。 

歳入決算額は前年度の 724 億 7,684 万５千円と比べると 84 億 9,289 万９千円

（11.72％）の減少となっている。 
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歳入決算額の款別の収入状況は、次表のとおりである。 

予算現額 調定額

予算現額に 調 定 額 に 不納欠損額 収入未済額
対す る割合 対す る割合

市 税 17,186,071 18,005,291 17,588,634 27.49 102.34 97.69 47,581 369,077

地 方 譲 与 税 171,688 188,525 188,525 0.29 109.81 100.00 ― ―

利 子 割 交 付 金 16,250 15,844 15,844 0.02 97.50 100.00 ― ―

配 当 割 交 付 金 81,676 125,255 125,255 0.20 153.36 100.00 ― ―

株式等譲渡所得割交付金 64,957 140,789 140,789 0.22 216.74 100.00 ― ―

法 人 事 業 税 交 付 金 60,076 314,184 314,184 0.49 522.98 100.00 ― ―

地 方 消 費 税 交 付 金 2,832,843 2,972,574 2,972,574 4.65 104.93 100.00 ― ―

環 境 性 能 交 付 税 25,316 36,940 36,940 0.06 145.92 100.00 ― ―

地 方 特 例 交 付 金 365,526 230,575 230,575 0.36 63.08 100.00 ― ―

地 方 交 付 税 8,053,405 8,092,333 8,092,333 12.65 100.48 100.00 ― ―

交通安全対策特別交付金 17,588 18,566 18,566 0.03 105.56 100.00 ― ―

分 担 金 及 び 負 担 金 69,623 80,438 58,022 0.09 83.34 72.13 1,270 21,145

使 用 料 及 び 手 数 料 1,224,894 1,175,902 1,153,458 1.80 94.17 98.09 95 22,349

国 庫 支 出 金 23,507,761 20,696,347 20,696,347 32.35 88.04 100.00 ― ―

府 支 出 金 5,959,632 4,696,833 4,696,833 7.34 78.81 100.00 ― ―

財 産 収 入 442,201 593,180 593,180 0.93 134.14 100.00 ― ―

寄 附 金 991,223 988,367 988,367 1.54 99.71 100.00 ― ―

繰 入 金 2,603,579 292,210 292,210 0.46 11.22 100.00 ― ―

諸 収 入 1,046,788 1,290,297 937,666 1.47 89.58 72.67 10,883 341,747

市 債 5,962,796 4,415,713 4,415,713 6.90 74.05 100.00 ― ―

繰 越 金 427,930 427,930 427,930 0.67 100.00 100.00 ― ―

合 計 71,111,823 64,798,093 63,983,945 100.00 89.98 98.74 59,829 754,318

（単位：千円、％）

                  　    区　　分

  款　　別

収入済額 収入率

金　　額 金　　額 金　　額 構成比率

収入済額の主なものは、市税 175 億 8,863 万４千円（構成比 27.49％）、国庫支出金

206 億 9,634 万７千円(構成比 32.35％)、地方交付税 80 億 9,233 万３千円（構成比

12.65％）などである。 

主な増減の内容は、①市税の収入決算状況及び②市税以外の収入決算状況で記述す

る。 
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この決算額を財源別に分類し、前年度と比較すると、次表のとおりである。 

　　　　　年　度

区分 金   額 構成比率 金   額 構成比率

市 税 17,588,634 27.49 18,229,782 25.15 △ 641,148 △ 3.52

分 担 金 及 び 負 担 金 58,022 0.09 62,365 0.09 △ 4,343 △ 6.96

使 用 料 及 び 手 数 料 1,153,458 1.80 1,091,706 1.51 61,752 5.66

財 産 収 入 593,180 0.93 537,785 0.74 55,395 10.30

寄 附 金 988,367 1.54 409,551 0.57 578,816 141.33

繰 入 金 292,210 0.46 268,938 0.37 23,272 8.65

繰 越 金 427,930 0.67 194,905 0.27 233,025 119.56

諸 収 入 937,666 1.47 825,641 1.14 112,025 13.57

計 22,039,467 34.45 21,620,673 29.83 418,794 1.94

地 方 譲 与 税 188,525 0.29 185,320 0.26 3,205 1.73

利 子 割 交 付 金 15,844 0.02 19,564 0.03 △ 3,720 △ 19.01

配 当 割 交 付 金 125,255 0.20 83,001 0.11 42,254 50.91

株式等譲渡所得割交付金 140,789 0.22 94,213 0.13 46,576 49.44

法 人 事 業 税 交 付 金 314,184 0.49 121,397 0.17 192,787 158.81

地 方 消 費 税 交 付 金 2,972,574 4.65 2,746,742 3.79 225,832 8.22

環 境 性 能 交 付 税 36,940 0.06 31,714 0.04 5,226 16.48

地 方 特 例 交 付 金 230,575 0.36 105,580 0.15 124,995 118.39

地 方 交 付 税 8,092,333 12.65 6,539,891 9.02 1,552,442 23.74

交通安全対策特別交付金 18,566 0.03 18,364 0.03 202 1.10

国 庫 支 出 金 20,696,347 32.35 30,828,363 42.54 △ 10,132,016 △ 32.87

府 支 出 金 4,696,833 7.34 4,581,165 6.32 115,668 2.52

市 債 4,415,713 6.90 5,500,859 7.59 △ 1,085,146 △ 19.73

計 41,944,478 65.55 50,856,173 70.17 △ 8,911,695 △ 17.52

63,983,947 100.00 72,476,845 100.00 △ 8,492,898 △ 11.72

依

存

財

源

合       　　　   計

（単位：千円、％）

３年度 ２年度
増減 増減率

自

主

財

源

  自主財源は 220 億 3,946 万７千円で前年度に比べ４億 1,879 万４千円（1.94％）の

増加、依存財源は419億4,447万８千円で前年度に比べ89億1,169万５千円（17.52％）

の減少となっている。 

構成比は自主財源が 34.45％、依存財源が 65.55％となっており、前年度に比べ自

主財源が 4.62 ポイント増加している。 
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決算額を前年度と比較すると78億 5,175万３千円（14.47％）の減収となっている。 

増減の主なものは、下記のとおりである。 

増収の主なものは、地方交付税消費税が 29 億 7,257 万４千円となり、前年度と比

べ２億 2,583 万２千円（8.22％）の増加、地方交付税が 80 億 9,233 万３千円となり、

前年度と比べ 15 億 5,244 万２千円（23.74％）の増加、寄附金が９億 8,836 万７千円

となり、前年度と比べ５億 7,881 万６千円（141.33％）の増加となっている。 

一方、減収の主なものは、国庫支出金が 206 億 9,634 万７千円となり、前年度と比

べ 101 億 3,201 万６千円（32.87％）の減少、市債が 44 億 1,571 万３千円となり、前

年度と比べ 10 億 8,514 万６千円（19.73％）の減少となっている。 

収入未済額は、分担金及び負担金で 2,114 万５千円、使用料及び手数料で 2,234 万

９千円、諸収入で３億 4,174 万７千円となっており、合計３億 8,524 万１千円は前年

度の３億 7,501 万４千円と比べ、1,022 万７千円の増加となっている。 

また、歳入決算額を構成比順でみると国庫支出金 206 億 9,634 万７千円（構成比 

44.61％）、地方交付税 80 億 9,233 万３千円（構成比 17.44％）、府支出金 46 億 9,683

万３千円（構成比 10.12％）などとなっている。 
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３．特別会計 

 （１）国民健康保険事業特別会計 

予算現額      152 億 7,776 万２千円 

歳  入      148 億 3,386 万３千円 

             （予算現額に対する割合 97.09％） 

歳  出      146 億 4,641 万１千円 

             （予算現額に対する割合 95.87％） 

歳入歳出差引額は１億 8,745 万２千円の黒字となっている。 

歳入を款別に前年度と比較してみると、次表のとおりである。 

金     　  額 構成比率 金     　  額 構成比率

国 民 健 康 保 険 料 2,611,948 17.61 2,598,717 17.87 13,231 0.51

使 用 料 及 び 手 数 料 840 0.01 400 0.00 440 110.00

国 庫 支 出 金 34,468 0.23 107,703 0.74 △ 73,235 △ 68.00

療養給付費等交付金 ― ― ― ― ― ―

前 期 高 齢 者 交 付 金 ― ― ― ― ― ―

府 支 出 金 10,483,202 70.67 10,175,584 69.98 307,618 3.02

共 同 事 業 交 付 金 ― ― ― ― ― ―

財 産 収 入 0 0.00 0 0.00 0 0.00

繰 入 金 1,672,810 11.28 1,634,947 11.24 37,863 2.32

諸 収 入 20,856 0.14 24,341 0.17 △ 3,485 △ 14.32

繰 越 金 9,739 0.07 ― ― 9,739 皆増

計 14,833,863 100.00 14,541,692 100.00 292,171 2.01

（単位：千円、％）

区　　　分 ３年度 ２年度
増減 増減率

款　　　別

決算額を前年度と比較すると２億 9,217 万１千円（2.01％）増加しており、その主

な要因は、国民健康保険料が 26 億 1,194 万８千円となり、前年度と比べ 1,323 万１

千円（0.51％）増加、府支出金が３億 761 万８千円（3.02％）増加、繰入金が 3,786

万３千円の増加となったためである。 
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保険料の収納率は、次表のとおりである。 

内居所不明
内還付

未済額
３年度 ２年度

2,644,557 3,591,089 1,205 2,610,097 7,295 98,418 889,869 72.50 71.17

医療給付費分 1,710,546 1,852,433 518 1,708,096 5,277 0 149,614 91.95 91.58

介護納付金分 227,473 209,518 66 191,637 460 0 18,341 91.27 90.11

後期高齢者
支援金分

543,311 581,812 163 535,811 1,170 0 47,170 91.92 91.53

医療給付費分 113,265 658,558 317 123,734 303 67,039 468,089 18.75 18.59

介護納付金分 13,940 85,882 42 13,995 14 9,541 62,360 16.29 17.01

後期高齢者
支援金分

36,022 202,886 99 36,824 71 21,838 144,295 18.12 18.66

2,632 6,714 0 1,851 0 269 4,594 27.57 13.74

医療給付費分 644 0 0 0 0 0 0 ― 100.00

介護納付金分 204 0 0 0 0 0 0 ― 100.00

後期高齢者
支援金分

224 0 0 0 0 0 0 ― 100.00

医療給付費分 1,126 4,988 0 1,345 0 215 3,429 26.96 13.18

介護納付金分 264 873 0 281 0 27 565 32.19 14.34

後期高齢者
支援金分

170 853 0 225 0 27 600 26.38 15.01

2,647,189 3,597,803 1,205 2,611,948 7,295 98,687 894,463 72.42 71.01

現
年
度
分

滞
納
繰
越
分

計

一般被保険者
国民健康保険料

現
年
度
分

滞
納
繰
越
分

退職被保険者等
国民健康保険料

（単位：千円、％）

区分 予算現額
調定額 収入済額

不納欠損額 収入未済額
収納率

※収納率は居所不明及び還付未済額を除いて算出

一般被保険者国民健康保険料の収納率は 72.50％となり、前年度と比べ 1.33 ポイン

ト向上している。 

退職被保険者等国民健康保険料の収納率は 27.57％となり、前年度と比べ 13.83 ポ

イント向上している。 

保険料収納率の向上については、現年度分の収納率は 91.89％と前年度の 91.47％

と比べ 0.42 ポイント増加し、滞納繰越分を加えた全体の収納率では 72.42％と前年度

の 71.01％と比べ 1.41 ポイント増加している。 

しかし、収入未済額は８億 9,446 万３千円と極めて多額であることから、収納率の

向上はもとより、収納額の増加に向け、収納体制の整備、納付機会の環境整備及び滞

納者対策の強化をより一層図り、本事業の根幹をなす保険料の収納確保に、引き続き

全力を傾注されたい。 
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４．財産及び基金

 （１）公有財産について

   ①土地及び建物

    当年度における土地及び建物の状況は、次表のとおりである。

年　度 ３ 年 度 末 ２ 年 度 末

現 在 高 現 在 高

850,426.60 861,783.43 △ 11,356.83 △ 1.32

木　 　　造 948.46 1,475.29 △ 526.83 △ 35.71

非　木　造 430,912.77 409,653.85 21,258.92 5.19

計 431,861.23 411,129.14 20,732.09 5.04

45,868.76 40,688.27 5,180.49 12.73

木　 　　造 177.47 － 177.47 皆増

非　木　造 4,478.93 3,949.94 528.99 13.39

計 4,656.40 3,949.94 706.46 17.89

896,295.36 902,471.70 △ 6,176.34 △ 0.68

木　 　　造 1,125.93 1,475.29 △ 349.36 △ 23.68

非　木　造 435,391.70 413,603.79 21,787.91 5.27

計 436,517.63 415,079.08 21,438.55 5.16

土        地

建

物

普
通
財
産

土        地

建

物

合

計

土        地

建

物

（単位：㎡、％）

増          減 増    減    率
区　分

土

地

・

建

物

行
政
財
産

（ア）土 地 

当年度末現在高は 89 万 6,295.36 ㎡で、前年度と比べ 6,176.34 ㎡（0.68％）の減

少となっている。 

減少の主な要因は、旧さつき園・くすのき園用地及び旧まちづくり活用用地、など

を売却したことによるものである。 

財産区分別では、行政財産においては、事業用地の取得や旧文化会館用地などの普

通財産への分類替えによる異動により計１万 1,356.83 ㎡の減少、普通財産において

は、上記売却による減少のほか上記分類替えなどにより計 5,180.49 ㎡の増加となっ

ている。 
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（２）事業費用 

事業費用を前年度と比較すると、次表のとおりである。 

金額 構成比 金額 構成比

営　　業　　費　　用 2,060,629 96.96 2,015,663 96.31 44,966 2.23

原 水 及 び 浄 水 費 1,080,141 50.82 1,064,054 50.84 16,087 1.51

配 水 及 び 給 水 費 168,043 7.91 174,986 8.36 △ 6,943 △ 3.97

受 託 工 事 費 55,892 2.63 35,941 1.72 19,951 55.51

業 務 費 112,861 5.31 141,862 6.78 △ 29,001 △ 20.44

総 係 費 133,468 6.28 124,119 5.93 9,349 7.53

減 価 償 却 費 456,360 21.47 447,212 21.37 9,148 2.05

資 産 減 耗 費 53,864 2.53 27,489 1.31 26,375 95.95

そ の 他 営 業 費 用 ― ― ― ― ― ―

営　業　外　費　用 64,713 3.04 77,318 3.69 △ 12,605 △ 16.30

支 払 利 息 及
び 企 業 債 取 扱 諸 費

59,580 2.80 66,496 3.18 △ 6,916 △ 10.40

雑 支 出 5,133 0.24 10,822 0.52 △ 5,689 △ 52.57

特　別　損　失 ― ― ― ― ― ―

過 年 度 損 益 修 正 損 ― ― ― ― ― ―

そ の 他 特 別 損 失 ― ― ― ― ― ―

合　　　　　　計 2,125,342 100.00 2,092,981 100.00 32,361 1.55

（単位：千円、％）

区　　　分
２年度

増減 増減率
３年度

事業費用は21億2,534万２千円で、前年度と比較すると3,236万１千円（1.55％）

の費用増となっている。構成比は営業費用が96.96％、営業外費用が3.04％となっ

ている。

事業費用が費用増となった主な理由は、原水及び浄水費が前年度に水道用水供給

料金の減免措置を受けていたことによって受水費が増加したことになどにより1,608万

７千円、受託工事費が依頼工事等の増加などにより1,995万１千円、資産減耗費が

2,637万５千円の費用増となったからである。 
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係る財源充当額６億7,990万円を除く。）が資本的支出額に対し不足する額21億

4,368万２千円は、過年度分消費税及び地方消費税資本的収支調整額6,923万３千円、

当年度分消費税及び地方消費税資本的収支調整額9,671万６千円、繰越工事資金

2,040万円、当年度分損益勘定留保資金12億6,162万１千円、当年度利益剰余金処分

額３億5,171万２千円で補填されている。なお、不足する額３億4,400万円は、当年

度同意済企業債の未発行分をもって翌年度に措置した。 

３．経営成績（損益計算書）について 

損益計算書を前年度と比較すると、次表のとおりである。 

（単位：千円、％）

３年度 ２年度 増減 増減率

総収益　　　　　　　　　 + + ＝ 4,128,569 3,781,134 347,435 9.19

3,200,479 2,856,454 344,025 12.04

878,434 876,976 1,458 0.17

49,656 47,704 1,952 4.09

総費用　　　　　　　  + + ＝ 3,581,673 3,607,475 △ 25,802 △ 0.72

3,021,234 2,992,693 28,541 0.95

560,439 614,782 △ 54,343 △ 8.84

─ ─ ― ―

営業利益     　　    － ＝ 179,245 △ 136,239 315,484 △ 231.57

営業外利益　　　　 　 － ＝ 317,995 262,194 55,801 21.28

特別利益　　　　　　　　  － 49,656 47,704 1,952 4.09

経常利益　　　　　　　　  ＋ 497,240 125,955 371,285 294.78

純利益　　　　　　　　　  － 546,896 173,659 373,237 214.93

特　別　損　失

区　　　分

営　業　収　益

　　営　業　外　収　益

特　別　利　益

営　業　費　用

　　営　業　外　費　用

経営収支については、総収益が41億2,856万９千円に対し、総費用は35億8,167万

３千円で、当年度純利益は５億4,689万６千円となっている。

  また、その他未処分利益剰余金変動額は３億6,896万８千円計上され、当年度未処

分利益剰余金は９億1,586万４千円となっている。 
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